
 

 

議案第４１号  

 

秦野市職員の給与に関する条例及び秦野市水道事業及び公共下水 

道事業の企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改 

正することについて 

 

秦野市職員の給与に関する条例及び秦野市水道事業及び公共下水道事業の企

業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を別紙のとおり改正するもの

とする。 

 

令和元年９月１８日提出 

 

秦野市長 高 橋 昌 和  

 

 

提案理由 

 地方公務員法及び地方自治法の一部改正に伴い、新たに導入される会計年度

任用職員制度により任用する職員の給与の支給等について定めるため、改正す

るものであります。 
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秦野市条例第  号  

 

   秦野市職員の給与に関する条例及び秦野市水道事業及び公共下水 

道事業の企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改 

正する条例 

 

 （秦野市職員の給与に関する条例の一部改正） 

第１条 秦野市職員の給与に関する条例（昭和３０年秦野市条例第４５号）の

一部を次のように改正する。 

  第１条中「地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２０４条第３項及び」

を「地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２０３条の２第４項及び第 

２０４条第３項並びに」に改め、「給料」の次に「、報酬」を加える。 

  第１３条第１項中「以下」の次に「第２５条第２項を除き」を加える。 

  第１７条第１項前段中「この条から第１７条の３まで」を「この条から第

１８条まで及び第３１条」に改める。 

  第１８条第１項前段中「６月１日及び１２月１日（以下この条においてこ

れらの日をそれぞれ「基準日」という。）」を「基準日」に改める。 

  第２１条中「施行に関し」を「施行について」に改め、同条を第４７条と

し、第２０条の次に次の２６条を加える。 

  （会計年度任用職員の給与） 

 第２１条 第２条から前条までの規定にかかわらず、法第２２条の２第１項

に規定する会計年度任用職員（以下「会計年度任用職員」という。）の給

与及び費用弁償については、この条から第４６条までに定めるところによ

る。 

 ２ 会計年度任用職員の給与は、法第２２条の２第１項第１号に規定する職

員（以下「パートタイム会計年度任用職員」という。）にあっては報酬及

び期末手当とし、同項第２号に規定する職員（以下「フルタイム会計年度

任用職員」という。）にあっては給料、地域手当、通勤手当、特殊勤務手

当、時間外勤務手当、休日勤務手当、夜間勤務手当、宿日直手当及び期末

手当とする。 

 ３ 公務について生じた費用の弁償は、給与には含まれない。 

  （会計年度任用職員の給与の支払） 

 第２２条 第３条の規定は、会計年度任用職員について準用する。 
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  （パートタイム会計年度任用職員の基準月額） 

 第２３条 パートタイム会計年度任用職員の報酬の基準となる月額（次条第

１号において「基準月額」という。）は、そのパートタイム会計年度任用

職員の１週間当たりの通常の勤務時間の時間数が勤務時間等条例第２条第

１項に規定する勤務時間の時間数と同一であるとした場合に、そのパート

タイム会計年度任用職員の職務の級及び号給に応じて、別表第４に定める

給料月額に、１００分の６を加算した額とする。 

 ２ 前項の職務の級は、そのパートタイム会計年度任用職員の職務の内容及

び責任、職務遂行上必要となる知識、技術及び職務経験等に応じた別表第

５に掲げる基準となる職務に基づき分類し、その号給は、規則で定める基

準に従い、任命権者が決定する。 

  （パートタイム会計年度任用職員の報酬） 

 第２４条 パートタイム会計年度任用職員の報酬の額は、次の各号に掲げる

職員の区分に応じ、それぞれの各号に定める額とする。 

  (1) 時間額で報酬を定めるパートタイム会計年度任用職員 その職員の基

準月額に１２を乗じて得た額を、その職員について定められた１週間当

たりの勤務時間の時間数に５２を乗じて得た数から規則で定める時間数

を減じて得た数で除して得た額（以下「１時間報酬額」という。） 

  (2) 日額で報酬を定めるパートタイム会計年度任用職員 １時間報酬額に

その職員について定められた１日当たりの勤務時間の時間数を乗じて得

た額 

  (3) 月額で報酬を定めるパートタイム会計年度任用職員 １時間報酬額に

その職員について定められた１か月当たりの勤務時間の時間数を乗じて

得た額 

  （パートタイム会計年度任用職員の報酬の支給方法） 

 第２５条 第６条の規定は、月額で報酬を定めるパートタイム会計年度任用

職員の報酬の支給について準用する。 

 ２ 時間額又は日額で報酬を定めるパートタイム会計年度任用職員の報酬は、

その者の勤務した時間数又は日数に応じて、その勤務した月の翌月の１６

日（その日が土曜日若しくは日曜日又は国民の祝日に関する法律に規定す

る休日に当たるときは、その日前においてその日に最も近い土曜日、日曜

日又は休日でない日）に支給する。ただし、市長が必要と認める場合は、

支給日を繰り上げることができる。 
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  （パートタイム会計年度任用職員の特殊勤務に係る報酬） 

 第２６条 秦野市職員の特殊勤務手当に関する条例（平成２年秦野市条例第

３号。以下この条及び第３７条において「特殊勤務手当条例」という。）

第３条から第７条までに規定する業務に従事することを命じられたパート

タイム会計年度任用職員には、特殊勤務手当条例の規定により算出して得

た額の報酬を支給する。 

  （パートタイム会計年度任用職員の報酬の減額） 

 第２７条 月額で報酬を定めるパートタイム会計年度任用職員が、その職員

について定められた勤務時間（以下「既定の勤務時間」という。）中に勤

務しないときは、その勤務しない日が次に掲げる日である場合を除き、そ

の勤務しない１時間につき、１時間報酬額を減額する。 

  (1) 休日 

  (2) 代休日を指定されて休日に割り振られた勤務時間の全部を勤務したパ

ートタイム会計年度任用職員のその代休日 

  (3) 有給の休暇を取得した日 

  (4) その他任命権者が報酬を減額しないで勤務しないことを認めた日 

 ２ 日額で報酬を定めるパートタイム会計年度任用職員が既定の勤務時間中

に勤務しないときは、その勤務しない日が前項第３号又は第４号に規定す

る日である場合を除き、その勤務しない１時間につき、１時間報酬額を減

額する。 

  （パートタイム会計年度任用職員の時間外勤務に係る報酬） 

 第２８条 既定の勤務時間を超えて勤務することを命じられたパートタイム

会計年度任用職員には、その既定の勤務時間を超えてした勤務の全時間に

対して、勤務１時間につき、１時間報酬額に１００分の１２５から１００

分の１５０までの範囲内において規則で定める割合（その勤務が午後１０

時から翌日の午前５時までの間であるときは、その割合に１００分の２５

を加えた割合）を乗じて得た額の報酬を支給する。ただし、その勤務した

日における既定の勤務時間と既定の勤務時間を超えてした勤務の時間との

合計が７時間４５分に達するまでの間の勤務にあっては、１時間報酬額に

１００分の１００（その勤務が午後１０時から翌日の午前５時までの間で

あるときは、１００分の１２５）を乗じて得た額とする。 

 ２ 前項の規定にかかわらず、勤務時間を割り振らない日の振替によりあら

かじめ割り振られた１週間の既定の勤務時間（以下この項において「割り
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振り変更前の既定の勤務時間」という。）を超えて勤務することを命じら

れたパートタイム会計年度任用職員には、割り振り変更前の既定の勤務時

間を超えてした勤務の全時間（次条の規定により休日勤務に係る報酬が支

給されることとなる時間を除く。）に対して、勤務１時間につき、１時間

報酬額に１００分の２５から１００分の５０までの範囲内において規則で

定める割合を乗じて得た額を報酬として支給する。ただし、パートタイム

会計年度任用職員が割り振り変更前の既定の勤務時間を超えてした勤務の

うち、その勤務の時間と割り振り変更前の既定の勤務時間との合計が１週

間当たり３８時間４５分に達するまでの間の勤務については、支給しない。 

 ３ 前２項の規定にかかわらず、同項の規定により報酬を支給される時間

（第１項ただし書の規定により支給される時間を除く。）の合計が１か月

当たり６０時間を超えたパートタイム会計年度任用職員には、その６０時

間を超えてした勤務の全時間に対して、勤務１時間につき、１時間報酬額

に、次の各号に掲げる時間に応じ、それぞれの各号に定める割合を乗じて

得た額を時間外勤務に係る報酬として支給する。 

  (1) 第１項の規定により報酬を支給される時間（同項ただし書の規定によ

り支給される時間を除く。） １００分の１５０（その時間が午後１０

時から翌日の午前５時までの間であるときは、１００分の１７５） 

  (2) 第２項の規定により報酬を支給される時間（次条の規定により休日勤

務に係る報酬が支給されることとなる時間を除く。） １００分の５０ 

  （パートタイム会計年度任用職員の休日勤務に係る報酬） 

 第２９条 休日において既定の勤務時間中に勤務することを命じられたパー

トタイム会計年度任用職員には、その既定の勤務時間中に勤務した全時間

に対して、勤務１時間につき、１時間報酬額に１００分の１２５から 

１００分の１５０までの範囲内において規則で定める割合を乗じて得た額

の報酬を支給する。ただし、休日に勤務することを命じられた勤務時間に

相当する時間を、他の日に勤務させないこととされたパートタイム会計年

度任用職員のその勤務に対しては、支給しない。 

  （パートタイム会計年度任用職員の夜間勤務に係る報酬） 

 第３０条 既定の勤務時間として午後１０時から翌日の午前５時までの間に

勤務することを命じられたパートタイム会計年度任用職員には、その間に

勤務した全時間に対して、勤務１時間につき、１時間報酬額に１００分の

１２５を乗じて得た額の報酬を支給する。 
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  （パートタイム会計年度任用職員の期末手当） 

 第３１条 第１７条第１項の規定は、パートタイム会計年度任用職員につい

て準用する。この場合において、同条第１項中「在職する職員」とあるの

は、「在職する任期が６か月以上のパートタイム会計年度任用職員」と読

み替える。 

 ２ 期末手当の額は、期末手当基礎額（基準日以前６か月以内の在職期間に

おける報酬の 1 か月当たりの平均額をいう。）に１００分の１３０を乗じ

て得た額に、基準日以前６か月以内の期間におけるその者の在職期間に応

じて第１７条第２項の表に定める割合を乗じて得た額を超えない範囲で支

給する。 

 ３ ６月に期末手当を支給する場合において、前会計年度の末日まで会計年

度任用職員として任用され、同日の翌日に引き続きパートタイム会計年度

任用職員として任用された者の任期（６か月未満のものに限る。）と前会

計年度における任期（前会計年度の末日を含む期間の任用に係るものに限

る。）との合計が６か月以上であるときは、第１項の規定により読み替え

て準用する第１７条第１項の在職する任期が６か月以上のパートタイム会

計年度任用職員とみなす。 

  （パートタイム会計年度任用職員の通勤に係る費用弁償） 

 第３２条 パートタイム会計年度任用職員が第９条第１項各号に定める職員

に該当するときは、通勤に係る費用弁償を支給する。 

 ２ 前項の費用弁償の支給方法等は、規則で定める。 

  （フルタイム会計年度任用職員の給料） 

 第３３条 フルタイム会計年度任用職員の給料は、その職務の内容と責任に

応じた常勤の職員（地方自治法第２０４条第１項に規定する職員（法第３

条に規定する一般職に属する職員に限る。）のうち、短時間勤務職員及び

フルタイム会計年度任用職員を除いた職員をいう。第４６条において同

じ。）の給料との権衡等を考慮し、そのフルタイム会計年度任用職員の職

務の級及び号給に応じて、別表第４に定める給料月額とする。 

 ２ 前項の職務の級は、そのフルタイム会計年度任用職員の職務の内容及び

責任、職務遂行上必要となる知識、技術及び職務経験等に応じた別表第５

に掲げる基準となる職務に基づき分類し、その号給は、規則で定める基準

に従い、任命権者が決定する。 
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  （フルタイム会計年度任用職員の給料の支給方法） 

 第３４条 第６条の規定は、フルタイム会計年度任用職員について準用する。

この場合において、同条第４項中「勤務時間等条例第６条に規定する週休

日」とあるのは、「そのフルタイム会計年度任用職員について定められた

週休日」と読み替える。 

  （フルタイム会計年度任用職員の地域手当） 

 第３５条 第８条の２の規定は、フルタイム会計年度任用職員の地域手当に

ついて準用する。 

  （フルタイム会計年度任用職員の通勤手当） 

 第３６条 第９条の規定は、フルタイム会計年度任用職員の通勤手当につい

て準用する。 

  （フルタイム会計年度任用職員の特殊勤務手当） 

 第３７条 フルタイム会計年度任用職員の特殊勤務手当については、特殊勤

務手当条例の規定の例による。 

  （フルタイム会計年度任用職員の給与の減額） 

 第３８条 フルタイム会計年度任用職員が定められた勤務時間中に勤務しな

いときは、その日が次の各号のいずれかに該当する日である場合を除き、

その勤務しない１時間につき、給料の月額及びこれに対する地域手当の月

額の合計額に１２を乗じ、その額をそのフルタイム会計年度任用職員につ

いて定められた１週間当たりの勤務時間の時間数に５２を乗じて得た数で

除して得た額を減額する。 

  (1) 休日 

  (2) 代休日を指定されて休日に割り振られた勤務時間の全部を勤務したフ

ルタイム会計年度任用職員のその代休日 

  (3) 有給の休暇を取得した日 

  (4) その他任命権者が給与を減額しないで勤務しないことを認めた日 

  （フルタイム会計年度任用職員の時間外勤務手当） 

 第３９条 第１２条第１項及び第３項から第５項までの規定は、フルタイム

会計年度任用職員の時間外勤務手当について準用する。この場合において、

同条第１項中「正規の勤務時間を超えて勤務することを命じられた職員」

とあるのは、「そのフルタイム会計年度任用職員について定められた勤務

時間（以下この条において「正規の勤務時間」という。）を超えて勤務す

ることを命じられたフルタイム会計年度任用職員」と読み替える。 
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  （フルタイム会計年度任用職員の休日勤務手当） 

 第４０条 第１３条の規定は、フルタイム会計年度任用職員の休日勤務手当

について準用する。この場合において、同条第２項中「正規の勤務時間中

に勤務することを命じられた職員」とあるのは、「そのフルタイム会計年

度任用職員について定められた勤務時間（以下この項において「正規の勤

務時間」という。）中に勤務することを命じられたフルタイム会計年度任

用職員」と読み替える。 

  （フルタイム会計年度任用職員の夜間勤務手当） 

 第４１条 第１４条の規定は、フルタイム会計年度任用職員の夜間勤務手当

について準用する。この場合において、同条中「正規の勤務時間」とある

のは、「そのフルタイム会計年度任用職員について定められた勤務時間」

と、「職員」とあるのは、「フルタイム会計年度任用職員」と読み替える。 

  （フルタイム会計年度任用職員の勤務１時間当たりの給与額） 

 第４２条 第３９条により準用される第１２条第１項及び第３項から第５項

までの規定、第４０条により準用される第１３条の規定並びに前条により

準用される第１４条の規定における勤務１時間当たりの給与額は、給料の

月額及びこれに対する地域手当の月額並びに特殊勤務手当（月額により支

給されるものに限る。）の月額の合計額に１２を乗じ、その額を１年間の

勤務時間数として規則で定める時間数で除して得た額とする。 

  （フルタイム会計年度任用職員の宿日直手当） 

 第４３条 第１６条の規定は、フルタイム会計年度任用職員の宿日直手当に

ついて準用する。この場合において、その勤務は、第３９条により準用さ

れる第１２条第１項、第４０条により準用される第１３条第２項及び第 

４１条により準用される第１４条の勤務には、含まれない。 

  （フルタイム会計年度任用職員の期末手当） 

 第４４条 第１７条第１項及び第２項の規定は、フルタイム会計年度任用職

員の期末手当について準用する。この場合において、同条第１項中「在職

する職員」とあるのは、「在職する任期が６か月以上のフルタイム会計年

度任用職員」と読み替える。 

 ２ ６月に期末手当を支給する場合において、前会計年度の末日まで会計年

度任用職員として任用され、同日の翌日に引き続きフルタイム会計年度任

用職員として任用された者の任期（６か月未満のものに限る。）と前会計

年度における任期（前会計年度の末日を含む期間の任用に係るものに限

- 7 -



- 8 - 

 

る。）との合計が６か月以上であるときは、前項の規定により読み替えて

準用する第１７条第１項の在職する任期が６か月以上のフルタイム会計年

度任用職員とみなす。 

  （会計年度任用職員の給与からの控除） 

 第４５条 第２０条の規定は、会計年度任用職員の給与からの控除について

準用する。 

  （市長が特に必要と認める会計年度任用職員の給与） 

 第４６条 第２１条から前条までの規定にかかわらず、職務の特殊性等を考

慮して市長が特に必要と認める会計年度任用職員の給料及び報酬について

は、常勤の職員との権衡及びその職務の特殊性等を考慮し、別表第１行政

職給料表（１）に定める４級における最高の号給の額を超えない範囲内に

おいて、規則で定める。 

  別表第１中「第４条関係」を「第４条、第４６条関係」に改める。 

  別表第３の次に次の２表を加える。 

 別表第４（第２３条、第３３条関係） 

  会計年度任用職員給料表 

職務の級 号給 給料月額 

１級 １号給から９７号給

まで 

その者の号給と別表第１行政職給料表

（１）における同一の号給に対応する

同表１級の欄に掲げる額を超えない範

囲内において規則で定める額 

２級 １号給から８９号給

まで 

その者の号給と別表第１行政職給料表

（１）における同一の号給に対応する

同表２級の欄に掲げる額を超えない範

囲内において規則で定める額 

 別表第５（第２３条、第３３条関係） 

  会計年度任用職員級別基準職務表 

級 基準となる職務 

１級 主事補の職務 

２級 主事の職務 

 （秦野市水道事業及び公共下水道事業の企業職員の給与の種類及び基準に関

する条例の一部改正） 

第２条 秦野市水道事業及び公共下水道事業の企業職員の給与の種類及び基準
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に関する条例（昭和４３年秦野市条例第１９号）の一部を次のように改正す

る。 

  第２条第１項中「地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）」の次に 

「第２２条の２第１項、」を加え、同条第２項中「定める正規の勤務時間」

の次に「及び勤務時間等条例第１６条の規定により規則で定める勤務時間」

を加える。 

  第１８条の次に次の１条を加える。 

  （会計年度任用職員についての適用除外） 

 第１９条 第４条、第５条、第５条の３、第１３条及び第１４条の規定は、

地方公務員法第２２条の２第１項第１号に規定する職員には適用しない。 

 ２ 第４条、第５条、第５条の３及び第１３条の規定は、地方公務員法第 

２２条の２第１項第２号に規定する職員には適用しない。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 （秦野市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部改正） 

２ 秦野市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例（昭和３１年秦野市条例第

９号）の一部を次のように改正する。 

  第３条に次の１項を加える。 

 ２ 地方公務員法第２２条の２第１項第１号に規定する職員に対する前項の

規定の適用については、同項中「給料」とあるのは、「報酬（秦野市職員

の給与に関する条例（昭和３０年秦野市条例第４５号）第８条の２に規定

する地域手当に相当する報酬を除く。）」と読み替える。 

 （秦野市非常勤特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

３ 秦野市非常勤特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３１年秦

野市条例第３０号）の一部を次のように改正する。 

  第１条中第４４号を削り、第４５号を第４４号とし、第４６号から第７１

号までを１号ずつ繰り上げ、第７２号を削り、第７３号を第７１号とし、第

７４号から第８０号までを２号ずつ繰り上げる。 

  第２条第１項本文中「前条第１号から第７９号まで」を「前条第１号から

第７７号まで」に改め、同条第２項中「前条第８０号」を「前条第７８号」

に改める。 

- 9 -



- 10 - 

 

  別表第１中秦野市環境創出行為紛争調整相談員の項及び法務専門調査員の

項を削り、同表秦野市空家等対策審議会の委員の項及び秦野市自殺対策推進

委員会の委員の項中「日額」を「同」に改める。 

  別表第２区分の欄中「条例第１条第１号から第７９号まで」を「条例第１

条第１号から第７７号まで」に、「条例第 1 条第８０号」を「条例第 1 条第

７８号」に改める。 

 （秦野市職員の分限に関する手続及び効果等に関する条例の一部改正） 

４ 秦野市職員の分限に関する手続及び効果等に関する条例（昭和３４年秦野

市条例第４号）の一部を次のように改正する。 

  第３条第１項中「３年を超えない範囲内」の次に「（法第２２条の２第１

項に規定する会計年度任用職員にあっては、同条第２項の規定により任命権

者が定める任期の範囲内）」を加え、同条第３項中「係属する間」の次に

「（法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員にあっては、その刑

事事件が裁判所に係属する間又は同条第２項の規定により任命権者が定める

任期のいずれか短い期間）」を加える。 

  第５条第１項中「禁錮
こ

」を「禁錮」に改める。 

  第６条中「実施に関し」を「施行について」に改める。 

 （秦野市職員の退職手当に関する条例の一部改正） 

５ 秦野市職員の退職手当に関する条例（昭和３８年秦野市条例第６号）の一

部を次のように改正する。 

  第１条の２中「地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）」の次に「第

２２条の２第１項第１号、」を加える。 

 （秦野市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一

部改正） 

６ 秦野市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例（昭

和４２年秦野市条例第２５号）の一部を次のように改正する。 

  第５条第３号中「その報酬が」を「その給料又は報酬（以下この号及び次

号において「報酬等」という。）が」に、「報酬の額」を「報酬等の額」に

改め、同条第４号中「報酬」を「報酬等」に改める。 

 （秦野市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部改正） 

７ 秦野市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例（昭和４６年秦野市条

例第６号）の一部を次のように改正する。 

  第１条中「昭和２５年法律第２６１号」の次に「。以下「法」という。」
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を加える。 

  第２条第３項中「地方公務員法」及び「同法」を「法」に改め、同条第４

項中「割振り」を「割り振り」に改める。 

  第１６条を第１７条とし、第１５条の次に次の１条を加える。 

  （会計年度任用職員の勤務時間等） 

 第１６条 第２条から前条までの規定にかかわらず、法第２２条の２第１項

に規定する会計年度任用職員の勤務時間、休日、休暇等については、その

職務の性質等を考慮し、規則で定める。 

 （秦野市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

８ 秦野市職員の育児休業等に関する条例（平成４年秦野市条例第５号）の一

部を次のように改正する。 

  第２条に次の１号を加える。 

  (3) 非常勤職員のうち、次のいずれかに該当する職員以外の職員 

   ア 次のいずれにも該当する職員 

    (ｱ) 同一の職に引き続き在職した期間が１年以上であること。 

    (ｲ) その養育する子（育児休業法第２条第１項に規定する子をいう。

以下同じ。）が１歳６か月に達する日（第２条の４の規定に該当す

る場合にあっては、２歳に達する日。以下「１歳６か月到達日」と

いう。）までにその任期（任期が更新される場合にあっては、その

更新後の任期）が満了すること及び同一の職に引き続き採用されな

いことが明らかでないこと。 

    (ｳ) 勤務日の日数を考慮して規則で定める非常勤職員であること。 

   イ 第２条の３第３号の規定により育児休業をしようとする職員（その

養育する子が１歳に達する日（その子についてその非常勤職員がする

育児休業の期間の末日とされた日が１歳に達する日以後であるときは、

その末日とされた日。以下「１歳到達日」という。）において育児休

業をしている非常勤職員に限る。） 

   ウ その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をし、かつ、

その育児休業に係る子について、その任期が更新され、又はその任期

の満了後に同一の職に引き続き採用されることに伴い、その任期の末

日の翌日又はその引き続き採用される日を期間の初日とする育児休業

をしようとする職員 

  第２条の３を第２条の５とし、第２条の２の次に次の２条を加える。 
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  （育児休業法第２条第１項の条例で定める日） 

 第２条の３ 育児休業法第２条第１項の条例で定める日は、次の各号に掲げ

る区分に応じ、それぞれの各号に定める日とする。 

  (1) 次号及び第３号に掲げる場合以外の場合 その非常勤職員の養育する

子の１歳到達日 

  (2) 非常勤職員の配偶者（婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同

様の事情にある者を含む。以下同じ。）が、その非常勤職員の養育する

子の１歳到達日以前のいずれかの日においてその子を養育するために育

児休業法その他の法律の規定による育児休業（以下この条及び次条にお

いて「地方等育児休業」という。）をしている場合であって、その非常

勤職員がその子について育児休業をしようとするとき（その育児休業の

期間の初日とされた日がその子の１歳到達日の翌日後であるとき又はそ

の地方等育児休業の期間の初日前であるときを除く。）。 その子が１

歳２か月に達する日（その日が育児休業の期間の初日とされた日から起

算して育児休業等可能日数（その子の出生の日からその子の１歳到達日

までの日数をいう。）から、育児休業等取得日数（その子の出生の日以

後その非常勤職員が出産休暇により勤務しなかった日数とその子につい

て育児休業をした日数とを合算した日数をいう。）を差し引いた日数を

経過する日より後の日であるときは、その経過する日） 

  (3) １歳から１歳６か月に達するまでの子を養育するため、非常勤職員が

その子の１歳到達日（その子を養育する非常勤職員が前号に掲げる場合

に該当してする育児休業又はその非常勤職員の配偶者が同号に掲げる場

合若しくはこれに相当する場合に該当してする地方等育児休業の期間の

末日とされた日がその子の１歳到達日後であるときは、その末日とされ

た日（その育児休業の期間の末日とされた日とその地方等育児休業の期

間の末日とされた日が異なるときは、そのいずれかの日））の翌日（そ

の子の１歳到達日後の期間においてこの号に掲げる場合に該当してその

任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしている非常勤職

員であって、その任期が更新され、又はその任期の満了後に同一の職に

引き続き採用されるものにあっては、その任期の末日の翌日又はその引

き続き採用される日）を期間の初日とする育児休業をしようとする場合

であって、次のいずれにも該当するとき その子の１歳６か月到達日 

   ア その子について、その非常勤職員がその子の１歳到達日（その非常
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勤職員がする育児休業の期間の末日とされた日がその子の１歳到達日

後である場合にあっては、その末日とされた日）において育児休業を

しているとき又はその非常勤職員の配偶者がその子の１歳到達日（そ

の配偶者がする地方等育児休業の期間の末日とされた日がその子の１

歳到達日後である場合にあっては、その末日とされた日）において地

方等育児休業をしているとき。 

   イ その子の１歳到達日後の期間について育児休業をすることが継続的

な勤務のために特に必要として規則で定める場合に該当するとき。 

  （育児休業法第２条第１項の条例で定める場合） 

 第２条の４ 育児休業法第２条第１項の条例で定める場合は、１歳６か月か

ら２歳に達するまでの子を養育するため、非常勤職員がその子の１歳６か

月到達日の翌日（その子の１歳６か月到達日後の期間においてこの条の規

定に該当してその任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をし

ている非常勤職員であって、その任期が更新され、又はその任期の満了後

に同一の職に引き続き採用されるものにあっては、その任期の末日の翌日

又はその引き続き採用される日）を育児休業の期間の初日とする育児休業

をしようとする場合であって、次の各号のいずれにも該当するときとする。 

  (1) その子について、その非常勤職員がその子の１歳６か月到達日におい

て育児休業をしているとき又はその非常勤職員の配偶者がその子の１歳

６か月到達日において地方等育児休業をしているとき。 

  (2) その子の１歳６か月到達日後の期間について育児休業をすることが継

続的な勤務のために特に必要と認められる場合として規則で定める場合

に該当するとき。 

  第３条第６号中「別居したこと」の次に「、育児休業に係る子について児

童福祉法第３９条第１項に規定する保育所、就学前の子どもに関する教育、

保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号）第２

条第６項に規定する認定こども園又は児童福祉法第２４条第２項に規定する

家庭的保育事業等（以下「保育所等」という。）における保育の利用を希望

し、申込みを行っているが、当面その実施が行われないこと」を加え、同条

に次の２号を加える。 

  (7) 第２条の３第３号に掲げる場合に該当すること又は第２条の４の規定

に該当すること。 

  (8) その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしている非
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常勤職員が、その育児休業に係る子について、その任期が更新され、又

はその任期の満了後に同一の職に引き続き採用されることに伴い、その

任期の末日の翌日又はその引き続き採用される日を育児休業の期間の初

日とする育児休業をしようとすること。 

  第７条第１項中「育児休業をしている職員」の次に「（地方公務員法（昭

和２５年法律第２６１号）第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員

（次項及び次条において「会計年度任用職員」という。）を除く。）」を加

え、同条第２項中「職員」の次に「（会計年度任用職員を除く。）」を加え

る。 

  第８条中「育児休業をした職員」の次に「（会計年度任用職員を除く。）」

を加える。 

  第１１条第７号中「別居したこと」の次に「、育児短時間勤務に係る子に

ついて保育所等における保育の利用を希望し、申込みを行っているが、当面

その実施が行われないこと」を加える。 

  第２０条中「育児短時間勤務又は育児休業法第１７条の規定による短時間

勤務をしている」を「次に掲げる」に改め、同条に次の各号を加える。 

  (1) 育児休業法第１７条の規定による短時間勤務をしている職員 

  (2) 次のいずれにも該当する非常勤職員以外の非常勤職員（地方公務員法

第２８条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員（以下「再

任用短時間勤務職員等」という。）を除く。） 

   ア 同一の職に引き続き在職した期間が１年以上ある非常勤職員 

   イ 勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間を考慮して規則で定める非

常勤職員 

  第２１条第１項中「正規の勤務時間」の次に「（非常勤職員（再任用短時

間勤務職員等を除く。以下この条において同じ。）にあっては、その非常勤

職員について定められた勤務時間）」を加え、同条第２項中「勤務しない職

員」の次に「（非常勤職員を除く。）」を加え、同条に次の１項を加える。 

 ３ 非常勤職員に対する部分休業の承認については、１日につき、その非常

勤職員について１日につき定められた勤務時間から５時間４５分を減じた

時間を超えない範囲内（その非常勤職員が育児時間又は育児休業、介護休

業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第

７６号）第６１条第３２項において読み替えて準用する同条第２９項の規

定による介護をするための時間（以下この項において「介護をするための
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時間」という。）の承認を受けて勤務しない場合にあっては、その時間を

超えない範囲内で、かつ、２時間からその育児時間又はその介護をするた

めの時間の承認を受けて勤務しない時間を減じた時間を超えない範囲内）

で行うものとする。 

 （秦野市人事行政の運営状況等の公表に関する条例の一部改正） 

９ 秦野市人事行政の運営状況等の公表に関する条例（平成１７年秦野市条例

第２号）の一部を次のように改正する。 

  第３条各号列記以外の部分中「地方公務員法第２８条の５第１項」を「同

法第２２条の２第１項第２号、第２８条の５第１項」に、「採用された」を

「採用され、又は任用された」に改める。 

 （秦野市行政不服審査法施行条例の一部改正） 

１０ 秦野市行政不服審査法施行条例（平成２８年秦野市条例第６号）の一部

を次のように改正する。 

  第１０条から第１２条までを削り、第１３条を第１０条とする。 

  第１４条第３号中「第１６条」を「第１３条」に改め、同条を第１１条と

する。 

  第１５条を第１２条とし、第１６条から第１９条までを３条ずつ繰り上げ

る。 

  第２０条中「又は第１２条」を削り、同条を第１７条とする。 

  第２１条を第１８条とする。 

  別表中「第１７条関係」を「第１４条関係」に改め、同表区分の欄中「第

１５条第１号」を「第１２条第１号」に、「第１５条第３号」を「第１２条

第３号」に改め、同表手数料の額の欄中「第１５条第１号」を「第１２条第

１号」に改める。 

 （法務専門調査員の任期の特例） 

１１ この条例の施行の日の前日に法務専門調査員に委嘱されている者につい

ては、この条例の施行をもってその任期を満了したものとみなす。 
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議案第４１号 秦野市職員の給与に関する条例及び秦野市水道事業及び公共下水道事業の企業職員の給与の種類及び基準に関する条

例の一部を改正する条例案新旧対照表 

新 旧 

秦野市職員の給与に関する条例の一部改正 

 （趣旨）  （趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

２０３条の２第４項及び第２０４条第３項並びに地方公務員法

（昭和２５年法律第２６１号。以下「法」という。）第２４条

第５項の規定により職員の給料、報酬及び手当の額、支給方法

その他の必要な事項について定める。 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

２０４条第３項及び地方公務員法（昭和２５年法律第２６１

号。以下「法」という。）第２４条第５項の規定により職員の

給料及び手当の額、支給方法その他の必要な事項について定め

る。 

 （休日勤務手当）  （休日勤務手当） 

第１３条 職員には、正規の勤務日が勤務時間等条例第７条に規

定する祝日法等による休日又は年末年始の休日（以下第２５条

第２項を除き「休日」という。）に当たっても正規の給与を支

給する。 

第１３条 職員には、正規の勤務日が勤務時間等条例第７条に規

定する祝日法等による休日又は年末年始の休日（以下「休日」

という。）に当たっても正規の給与を支給する。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

 （期末手当）  （期末手当） 

第１７条 期末手当は、６月１日及び１２月１日（以下この条か

ら第１８条まで及び第３１条においてこれらの日をそれぞれ

「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員に対して支給す

る。これらの支給は、基準日前１か月以内に退職し、若しくは

第１７条 期末手当は、６月１日及び１２月１日（以下この条か

ら第１７条の３までにおいてこれらの日をそれぞれ「基準日」

という。）にそれぞれ在職する職員に対して支給する。これら

の支給は、基準日前１か月以内に退職し、若しくは法第１６条
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法第１６条第１号に該当して法第２８条第４項の規定により失

職し、又は死亡した職員（規則で定める職員を除く。）につい

ても同様とする。 

第１号に該当して法第２８条第４項の規定により失職し、又は

死亡した職員（規則で定める職員を除く。）についても同様と

する。 

２－６ （略） ２－６ （略） 

 （勤勉手当）  （勤勉手当） 

第１８条 勤勉手当は、基準日にそれぞれ在職する職員に対し基

準日以前６か月以内の期間におけるその者の人事評価に応じて

支給する。これらの支給は、基準日前１か月以内に退職し、若

しくは法第１６条第１号に該当して法第２８条第４項の規定に

より失職し、又は死亡した職員（規則で定める職員を除く。）

についても同様とする。 

第１８条 勤勉手当は、６月１日及び１２月１日（以下この条に

おいてこれらの日をそれぞれ「基準日」という。）にそれぞれ

在職する職員に対し基準日以前６か月以内の期間におけるその

者の人事評価に応じて支給する。これらの支給は、基準日前１

か月以内に退職し、若しくは法第１６条第１号に該当して法第

２８条第４項の規定により失職し、又は死亡した職員（規則で

定める職員を除く。）についても同様とする。 

２－５ （略） ２－５ （略） 

 （会計年度任用職員の給与）  

第２１条 第２条から前条までの規定にかかわらず、法第２２条

の２第１項に規定する会計年度任用職員（以下「会計年度任用

職員」という。）の給与及び費用弁償については、この条から

第４６条までに定めるところによる。 

 

２ 会計年度任用職員の給与は、法第２２条の２第１項第１号に

規定する職員（以下「パートタイム会計年度任用職員」とい

う。）にあっては報酬及び期末手当とし、同項第２号に規定す

る職員（以下「フルタイム会計年度任用職員」という。）にあ
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っては給料、地域手当、通勤手当、特殊勤務手当、時間外勤務

手当、休日勤務手当、夜間勤務手当、宿日直手当及び期末手当

とする。 

３ 公務について生じた費用の弁償は、給与には含まれない。  

 （会計年度任用職員の給与の支払）  

第２２条 第３条の規定は、会計年度任用職員について準用す

る。 

 

 （パートタイム会計年度任用職員の基準月額）  

第２３条 パートタイム会計年度任用職員の報酬の基準となる月

額（次条第１号において「基準月額」という。）は、そのパー

トタイム会計年度任用職員の１週間当たりの通常の勤務時間の

時間数が勤務時間等条例第２条第１項に規定する勤務時間の時

間数と同一であるとした場合に、そのパートタイム会計年度任

用職員の職務の級及び号給に応じて、別表第４に定める給料月

額に、１００分の６を加算した額とする。 

 

２ 前項の職務の級は、そのパートタイム会計年度任用職員の職

務の内容及び責任、職務遂行上必要となる知識、技術及び職務

経験等に応じた別表第５に掲げる基準となる職務に基づき分類

し、その号給は、規則で定める基準に従い、任命権者が決定す

る。 

 

 （パートタイム会計年度任用職員の報酬）  

第２４条 パートタイム会計年度任用職員の報酬の額は、次の各  
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号に掲げる職員の区分に応じ、それぞれの各号に定める額とす

る。 

 (1) 時間額で報酬を定めるパートタイム会計年度任用職員 そ

の職員の基準月額に１２を乗じて得た額を、その職員につい

て定められた１週間当たりの勤務時間の時間数に５２を乗じ

て得た数から規則で定める時間数を減じて得た数で除して得

た額（以下「１時間報酬額」という。） 

 

 (2) 日額で報酬を定めるパートタイム会計年度任用職員 １時

間報酬額にその職員について定められた１日当たりの勤務時

間の時間数を乗じて得た額 

 

 (3) 月額で報酬を定めるパートタイム会計年度任用職員 １時

間報酬額にその職員について定められた１か月当たりの勤務

時間の時間数を乗じて得た額 

 

 （パートタイム会計年度任用職員の報酬の支給方法）  

第２５条 第６条の規定は、月額で報酬を定めるパートタイム会

計年度任用職員の報酬の支給について準用する。 

 

２ 時間額又は日額で報酬を定めるパートタイム会計年度任用職

員の報酬は、その者の勤務した時間数又は日数に応じて、その

勤務した月の翌月の１６日（その日が土曜日若しくは日曜日又

は国民の祝日に関する法律に規定する休日に当たるときは、そ

の日前においてその日に最も近い土曜日、日曜日又は休日でな

い日）に支給する。ただし、市長が必要と認める場合は、支給
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日を繰り上げることができる。 

 （パートタイム会計年度任用職員の特殊勤務に係る報酬）  

第２６条 秦野市職員の特殊勤務手当に関する条例（平成２年秦

野市条例第３号。以下この条及び第３７条において「特殊勤務

手当条例」という。）第３条から第７条までに規定する業務に

従事することを命じられたパートタイム会計年度任用職員に

は、特殊勤務手当条例の規定により算出して得た額の報酬を支

給する。 

 

 （パートタイム会計年度任用職員の報酬の減額）  

第２７条 月額で報酬を定めるパートタイム会計年度任用職員 

が、その職員について定められた勤務時間（以下「既定の勤務

時間」という。）中に勤務しないときは、その勤務しない日が

次に掲げる日である場合を除き、その勤務しない１時間につ

き、１時間報酬額を減額する。 

 

 (1) 休日  

 (2) 代休日を指定されて休日に割り振られた勤務時間の全部を

勤務したパートタイム会計年度任用職員のその代休日 

 

 (3) 有給の休暇を取得した日  

 (4) その他任命権者が報酬を減額しないで勤務しないことを認

めた日 

 

２ 日額で報酬を定めるパートタイム会計年度任用職員が既定の

勤務時間中に勤務しないときは、その勤務しない日が前項第３
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号又は第４号に規定する日である場合を除き、その勤務しない

１時間につき、１時間報酬額を減額する。 

 （パートタイム会計年度任用職員の時間外勤務に係る報酬）  

第２８条 既定の勤務時間を超えて勤務することを命じられたパ

ートタイム会計年度任用職員には、その既定の勤務時間を超え

てした勤務の全時間に対して、勤務１時間につき、１時間報酬

額に１００分の１２５から１００分の１５０までの範囲内にお

いて規則で定める割合（その勤務が午後１０時から翌日の午前

５時までの間であるときは、その割合に１００分の２５を加え

た割合）を乗じて得た額の報酬を支給する。ただし、その勤務

した日における既定の勤務時間と既定の勤務時間を超えてした

勤務の時間との合計が７時間４５分に達するまでの間の勤務に

あっては、１時間報酬額に１００分の１００（その勤務が午後

１０時から翌日の午前５時までの間であるときは、１００分の

１２５）を乗じて得た額とする。 

 

２ 前項の規定にかかわらず、勤務時間を割り振らない日の振替

によりあらかじめ割り振られた１週間の既定の勤務時間（以下

この項において「割り振り変更前の既定の勤務時間」とい

う。）を超えて勤務することを命じられたパートタイム会計年

度任用職員には、割り振り変更前の既定の勤務時間を超えてし

た勤務の全時間（次条の規定により休日勤務に係る報酬が支給

されることとなる時間を除く。）に対して、勤務１時間につ
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き、１時間報酬額に１００分の２５から１００分の５０までの

範囲内において規則で定める割合を乗じて得た額を報酬として

支給する。ただし、パートタイム会計年度任用職員が割り振り

変更前の既定の勤務時間を超えてした勤務のうち、その勤務の

時間と割り振り変更前の既定の勤務時間との合計が１週間当た

り３８時間４５分に達するまでの間の勤務については、支給し

ない。 

３ 前２項の規定にかかわらず、同項の規定により報酬を支給さ

れる時間（第１項ただし書の規定により支給される時間を除

く。）の合計が１か月当たり６０時間を超えたパートタイム会

計年度任用職員には、その６０時間を超えてした勤務の全時間

に対して、勤務１時間につき、１時間報酬額に、次の各号に掲

げる時間に応じ、それぞれの各号に定める割合を乗じて得た額

を時間外勤務に係る報酬として支給する。 

 

 (1) 第１項の規定により報酬を支給される時間（同項ただし書

の規定により支給される時間を除く。） １００分の１５０

（その時間が午後１０時から翌日の午前５時までの間である

ときは、１００分の１７５） 

 

 (2) 第２項の規定により報酬を支給される時間（次条の規定に

より休日勤務に係る報酬が支給されることとなる時間を除

く。） １００分の５０ 

 

 

- 7 -



- 8 - 

 （パートタイム会計年度任用職員の休日勤務に係る報酬）  

第２９条 休日において既定の勤務時間中に勤務することを命じ

られたパートタイム会計年度任用職員には、その既定の勤務時

間中に勤務した全時間に対して、勤務１時間につき、１時間報

酬額に１００分の１２５から１００分の１５０までの範囲内に

おいて規則で定める割合を乗じて得た額の報酬を支給する。た

だし、休日に勤務することを命じられた勤務時間に相当する時

間を、他の日に勤務させないこととされたパートタイム会計年

度任用職員のその勤務に対しては、支給しない。 

 

 （パートタイム会計年度任用職員の夜間勤務に係る報酬）  

第３０条 既定の勤務時間として午後１０時から翌日の午前５時

までの間に勤務することを命じられたパートタイム会計年度任

用職員には、その間に勤務した全時間に対して、勤務１時間に

つき、１時間報酬額に１００分の１２５を乗じて得た額の報酬

を支給する。 

 

 （パートタイム会計年度任用職員の期末手当）  

第３１条 第１７条第１項の規定は、パートタイム会計年度任用

職員について準用する。この場合において、同条第１項中「在

職する職員」とあるのは、「在職する任期が６か月以上のパー

トタイム会計年度任用職員」と読み替える。 

 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額（基準日以前６か月以内の

在職期間における報酬の 1 か月当たりの平均額をいう。）に 
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１００分の１３０を乗じて得た額に、基準日以前６か月以内の

期間におけるその者の在職期間に応じて第１７条第２項の表に

定める割合を乗じて得た額を超えない範囲で支給する。 

３ ６月に期末手当を支給する場合において、前会計年度の末日

まで会計年度任用職員として任用され、同日の翌日に引き続き

パートタイム会計年度任用職員として任用された者の任期（６

か月未満のものに限る。）と前会計年度における任期（前会計

年度の末日を含む期間の任用に係るものに限る。）との合計が

６か月以上であるときは、第１項の規定により読み替えて準用

する第１７条第１項の在職する任期が６か月以上のパートタイ

ム会計年度任用職員とみなす。 

 

 （パートタイム会計年度任用職員の通勤に係る費用弁償）  

第３２条 パートタイム会計年度任用職員が第９条第１項各号に

定める職員に該当するときは、通勤に係る費用弁償を支給す

る。 

 

２ 前項の費用弁償の支給方法等は、規則で定める。  

 （フルタイム会計年度任用職員の給料）  

第３３条 フルタイム会計年度任用職員の給料は、その職務の内

容と責任に応じた常勤の職員（地方自治法第２０４条第１項に

規定する職員（法第３条に規定する一般職に属する職員に限

る。）のうち、短時間勤務職員及びフルタイム会計年度任用職

員を除いた職員をいう。第４６条において同じ。）の給料との

 

- 9 -



- 10 - 

権衡等を考慮し、そのフルタイム会計年度任用職員の職務の級

及び号給に応じて、別表第４に定める給料月額とする。 

２ 前項の職務の級は、そのフルタイム会計年度任用職員の職務

の内容及び責任、職務遂行上必要となる知識、技術及び職務経

験等に応じた別表第５に掲げる基準となる職務に基づき分類

し、その号給は、規則で定める基準に従い、任命権者が決定す

る。 

 

 （フルタイム会計年度任用職員の給料の支給方法）  

第３４条 第６条の規定は、フルタイム会計年度任用職員につい

て準用する。この場合において、同条第４項中「勤務時間等条

例第６条に規定する週休日」とあるのは、「そのフルタイム会

計年度任用職員について定められた週休日」と読み替える。 

 

 （フルタイム会計年度任用職員の地域手当）  

第３５条 第８条の２の規定は、フルタイム会計年度任用職員の

地域手当について準用する。 

 

 （フルタイム会計年度任用職員の通勤手当）  

第３６条 第９条の規定は、フルタイム会計年度任用職員の通勤

手当について準用する。 

 

 （フルタイム会計年度任用職員の特殊勤務手当）  

第３７条 フルタイム会計年度任用職員の特殊勤務手当について

は、特殊勤務手当条例の規定の例による。 
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 （フルタイム会計年度任用職員の給与の減額）  

第３８条 フルタイム会計年度任用職員が定められた勤務時間中

に勤務しないときは、その日が次の各号のいずれかに該当する

日である場合を除き、その勤務しない１時間につき、給料の月

額及びこれに対する地域手当の月額の合計額に１２を乗じ、そ

の額をそのフルタイム会計年度任用職員について定められた１

週間当たりの勤務時間の時間数に５２を乗じて得た数で除して

得た額を減額する。 

 

 (1) 休日  

 (2) 代休日を指定されて休日に割り振られた勤務時間の全部を

勤務したフルタイム会計年度任用職員のその代休日 

 

 (3) 有給の休暇を取得した日  

 (4) その他任命権者が給与を減額しないで勤務しないことを認

めた日 

 

 （フルタイム会計年度任用職員の時間外勤務手当）  

第３９条 第１２条第１項及び第３項から第５項までの規定は、

フルタイム会計年度任用職員の時間外勤務手当について準用す

る。この場合において、同条第１項中「正規の勤務時間を超え

て勤務することを命じられた職員」とあるのは、「そのフルタ

イム会計年度任用職員について定められた勤務時間（以下この

条において「正規の勤務時間」という。）を超えて勤務するこ

とを命じられたフルタイム会計年度任用職員」と読み替える。 
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 （フルタイム会計年度任用職員の休日勤務手当）  

第４０条 第１３条の規定は、フルタイム会計年度任用職員の休

日勤務手当について準用する。この場合において、同条第２項

中「正規の勤務時間中に勤務することを命じられた職員」とあ

るのは、「そのフルタイム会計年度任用職員について定められ

た勤務時間（以下この項において「正規の勤務時間」とい

う。）中に勤務することを命じられたフルタイム会計年度任用

職員」と読み替える。 

 

 （フルタイム会計年度任用職員の夜間勤務手当）  

第４１条 第１４条の規定は、フルタイム会計年度任用職員の夜

間勤務手当について準用する。この場合において、同条中「正

規の勤務時間」とあるのは、「そのフルタイム会計年度任用職

員について定められた勤務時間」と、「職員」とあるのは、

「フルタイム会計年度任用職員」と読み替える。 

 

 （フルタイム会計年度任用職員の勤務１時間当たりの給与額）  

第４２条 第３９条により準用される第１２条第１項及び第３項

から第５項までの規定、第４０条により準用される第１３条の

規定並びに前条により準用される第１４条の規定における勤務

１時間当たりの給与額は、給料の月額及びこれに対する地域手

当の月額並びに特殊勤務手当（月額により支給されるものに限

る。）の月額の合計額に１２を乗じ、その額を１年間の勤務時

間数として規則で定める時間数で除して得た額とする。 
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 （フルタイム会計年度任用職員の宿日直手当）  

第４３条 第１６条の規定は、フルタイム会計年度任用職員の宿

日直手当について準用する。この場合において、その勤務は、

第３９条により準用される第１２条第１項、第４０条により準

用される第１３条第２項及び第４１条により準用される第１４

条の勤務には、含まれない。 

 （フルタイム会計年度任用職員の期末手当） 

 

第４４条 第１７条第１項及び第２項の規定は、フルタイム会計

年度任用職員の期末手当について準用する。この場合におい

て、同条第１項中「在職する職員」とあるのは、「在職する任

期が６か月以上のフルタイム会計年度任用職員」と読み替え

る。 

 

２ ６月に期末手当を支給する場合において、前会計年度の末日

まで会計年度任用職員として任用され、同日の翌日に引き続き

フルタイム会計年度任用職員として任用された者の任期（６か

月未満のものに限る。）と前会計年度における任期（前会計年

度の末日を含む期間の任用に係るものに限る。）との合計が６

か月以上であるときは、前項の規定により読み替えて準用する

第１７条第１項の在職する任期が６か月以上のフルタイム会計

年度任用職員とみなす。 

 

 （会計年度任用職員の給与からの控除）  

第４５条 第２０条の規定は、会計年度任用職員の給与からの控  
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除について準用する。 

 （市長が特に必要と認める会計年度任用職員の給与）  

第４６条 第２１条から前条までの規定にかかわらず、職務の特

殊性等を考慮して市長が特に必要と認める会計年度任用職員の

給料及び報酬については、常勤の職員との権衡及びその職務の

特殊性等を考慮し、別表第１行政職給料表（１）に定める４級

における最高の号給の額を超えない範囲内において、規則で定

める。 

 

 （委任）  （委任） 

第４７条 この条例の施行について必要な事項は、規則で定め

る。 

第２１条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

別表第１（第４条、第４６条関係） 別表第１（第４条関係） 

（略） 
 

（略） 
 

別表第４（第２３条、第３３条関係）  

 会計年度任用職員給料表  

職務の級 号給 給料月額 

１級 １号給か

ら９７号

給まで 

その者の号給と別表第１行政職給料

表（１）における同一の号給に対応

する同表１級の欄に掲げる額を超え

ない範囲内において規則で定める額 
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２級 １号給か

ら８９号

給まで 

その者の号給と別表第１行政職給料

表（１）における同一の号給に対応

する同表２級の欄に掲げる額を超え

ない範囲内において規則で定める額 
 

 

別表第５（第２３条、第３３条関係）  

 会計年度任用職員級別基準職務表  

級 基準となる職務 

１級 主事補の職務 

２級 主事の職務 
 

 

 

 

  

秦野市水道事業及び公共下水道事業の企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正 

 （給与の種類）  （給与の種類） 

第２条 水道事業及び公共下水道事業の企業職員で常時勤務を要

するもの及び地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第 

２２条の２第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の６第２

項の規定により採用されたもの（以下「職員」という。）の給

与の種類は、給料及び手当とする。 

第２条 水道事業及び公共下水道事業の企業職員で常時勤務を要

するもの及び地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第 

２８条の５第１項又は第２８条の６第２項の規定により採用さ

れたもの（以下「職員」という。）の給与の種類は、給料及び

手当とする。 

２ 給料は、正規の勤務時間（秦野市水道事業及び公共下水道事

業の企業職員の勤務時間、休日、休暇等に関する規程（平成 

２４年秦野市企業管理規程第４号）において準用する秦野市職

２ 給料は、正規の勤務時間（秦野市水道事業及び公共下水道事

業の企業職員の勤務時間、休日、休暇等に関する規程（平成 

２４年秦野市企業管理規程第４号）において準用する秦野市職
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員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例（昭和４６年秦野市

条例第６号。以下「勤務時間等条例」という。）で定める正規

の勤務時間及び勤務時間等条例第１６条の規定により規則で定

める勤務時間をいう。以下同じ。）による勤務に対する報酬で

あって、手当を除いたものとする。 

員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例（昭和４６年秦野市

条例第６号。以下「勤務時間等条例」という。）で定める正規

の勤務時間をいう。以下同じ。）による勤務に対する報酬であ

って、手当を除いたものとする。 

３ （略） ３ （略） 

 （会計年度任用職員についての適用除外）  

第１９条 第４条、第５条、第５条の３、第１３条及び第１４条

の規定は、地方公務員法第２２条の２第１項第１号に規定する

職員には適用しない。 

 

２ 第４条、第５条、第５条の３及び第１３条の規定は、地方公

務員法第２２条の２第１項第２号に規定する職員には適用しな

い。 

 

  

  

   附 則  

 （施行期日）  

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。  

 （秦野市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部改正）  

２ 秦野市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例（昭和３１年

秦野市条例第９号）の一部を次のように改正する。 

 

  第３条に次の１項を加える。  
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 ２ 地方公務員法第２２条の２第１項第１号に規定する職員に

対する前項の規定の適用については、同項中「給料」とある

のは、「報酬（秦野市職員の給与に関する条例（昭和３０年

秦野市条例第４５号）第８条の２に規定する地域手当に相当

する報酬を除く。）」と読み替える。 

 

 （秦野市非常勤特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例の

一部改正） 

 

３ 秦野市非常勤特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例

（昭和３１年秦野市条例第３０号）の一部を次のように改正す

る。 

 

  第１条中第４４号を削り、第４５号を第４４号とし、第４６

号から第７１号までを１号ずつ繰り上げ、第７２号を削り、第

７３号を第７１号とし、第７４号から第８０号までを２号ずつ

繰り上げる。 

 

  第２条第１項本文中「前条第１号から第７９号まで」を「前

条第１号から第７７号まで」に改め、同条第２項中「前条第 

８０号」を「前条第７８号」に改める。 

 

  別表第１中秦野市環境創出行為紛争調整相談員の項及び法務

専門調査員の項を削り、同表秦野市空家等対策審議会の委員の

項及び秦野市自殺対策推進委員会の委員の項中「日額」を

「同」に改める。 

 

  別表第２区分の欄中「条例第１条第１号から第７９号まで」  
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を「条例第１条第１号から第７７号まで」に、「条例第 1 条第

８０号」を「条例第１条第７８号」に改める。 

 （秦野市職員の分限に関する手続及び効果等に関する条例の一

部改正） 

 

４ 秦野市職員の分限に関する手続及び効果等に関する条例（昭

和３４年秦野市条例第４号）の一部を次のように改正する。 

 

  第３条第１項中「３年を超えない範囲内」の次に「（法第 

２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員にあっては、同

条第２項の規定により任命権者が定める任期の範囲内）」を加

え、同条第３項中「係属する間」の次に「（法第２２条の２第

１項に規定する会計年度任用職員にあっては、その刑事事件が

裁判所に係属する間又は同条第２項の規定により任命権者が定

める任期のいずれか短い期間）」を加える。 

 

  第５条第１項中「禁錮
こ

」を「禁錮」に改める。  

  第６条中「実施に関し」を「施行について」に改める。  

 （秦野市職員の退職手当に関する条例の一部改正）  

５ 秦野市職員の退職手当に関する条例（昭和３８年秦野市条例

第６号）の一部を次のように改正する。 

 

  第１条の２中「地方公務員法（昭和２５年法律第２６１

号）」の次に「第２２条の２第１項第１号、」を加える。 
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 （秦野市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関

する条例の一部改正） 

 

６ 秦野市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関

する条例（昭和４２年秦野市条例第２５号）の一部を次のよう

に改正する。 

 

  第５条第３号中「その報酬が」を「その給料又は報酬（以下

この号及び次号において「報酬等」という。）が」に、「報酬

の額」を「報酬等の額」に改め、同条第４号中「報酬」を「報

酬等」に改める。 

 

 （秦野市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部改

正） 

 

７ 秦野市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例（昭和 

４６年秦野市条例第６号）の一部を次のように改正する。 

 

  第１条中「昭和２５年法律第２６１号」の次に「。以下

「法」という。」を加える。 

 

  第２条第３項中「地方公務員法」及び「同法」を「法」に改

め、同条第４項中「割振り」を「割り振り」に改める。 

 

  第１６条を第１７条とし、第１５条の次に次の１条を加え

る。 

 

  （会計年度任用職員の勤務時間等）  

 第１６条 第２条から前条までの規定にかかわらず、法第２２

条の２第１項に規定する会計年度任用職員の勤務時間、休
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日、休暇等については、その職務の性質等を考慮し、規則で

定める。 

 （秦野市職員の育児休業等に関する条例の一部改正）  

８ 秦野市職員の育児休業等に関する条例（平成４年秦野市条例

第５号）の一部を次のように改正する。 

 

  第２条に次の１号を加える。  

  (3) 非常勤職員のうち、次のいずれかに該当する職員以外の

職員 

 

   ア 次のいずれにも該当する職員  

    (ｱ) 同一の職に引き続き在職した期間が１年以上である

こと。 

 

 

    (ｲ) その養育する子（育児休業法第２条第１項に規定す

る子をいう。以下同じ。）が１歳６か月に達する日

（第２条の４の規定に該当する場合にあっては、２歳

に達する日。以下「１歳６か月到達日」という。）ま

でにその任期（任期が更新される場合にあっては、そ

の更新後の任期）が満了すること及び同一の職に引き

続き採用されないことが明らかでないこと。 

 

 

    (ｳ) 勤務日の日数を考慮して規則で定める非常勤職員で

あること。 

 

   イ 第２条の３第３号の規定により育児休業をしようとす

る職員（その養育する子が１歳に達する日（その子につ

 

- 20 -



- 21 - 

 

いてその非常勤職員がする育児休業の期間の末日とされ

た日が１歳に達する日以後であるときは、その末日とさ

れた日。以下「１歳到達日」という。）において育児休

業をしている非常勤職員に限る。） 

   ウ その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休

業をし、かつ、その育児休業に係る子について、その任

期が更新され、又はその任期の満了後に同一の職に引き

続き採用されることに伴い、その任期の末日の翌日又は

その引き続き採用される日を期間の初日とする育児休業

をしようとする職員 

 

  第２条の３を第２条の５とし、第２条の２の次に次の２条を

加える。 

 

  （育児休業法第２条第１項の条例で定める日）  

 第２条の３ 育児休業法第２条第１項の条例で定める日は、次

の各号に掲げる区分に応じ、それぞれの各号に定める日とす

る。 

 

  (1) 次号及び第３号に掲げる場合以外の場合 その非常勤職

員の養育する子の１歳到達日 

 

  (2) 非常勤職員の配偶者（婚姻の届出をしていないが事実上

婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下同じ。）が、

その非常勤職員の養育する子の１歳到達日以前のいずれか

の日においてその子を養育するために育児休業法その他の
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法律の規定による育児休業（以下この条及び次条において

「地方等育児休業」という。）をしている場合であって、

その非常勤職員がその子について育児休業をしようとする

とき（その育児休業の期間の初日とされた日がその子の１

歳到達日の翌日後であるとき又はその地方等育児休業の期

間の初日前であるときを除く。）。 その子が１歳２か月

に達する日（その日が育児休業の期間の初日とされた日か

ら起算して育児休業等可能日数（その子の出生の日からそ

の子の１歳到達日までの日数をいう。）から、育児休業等

取得日数（その子の出生の日以後その非常勤職員が出産休

暇により勤務しなかった日数とその子について育児休業を

した日数とを合算した日数をいう。）を差し引いた日数を

経過する日より後の日であるときは、その経過する日） 

  (3) １歳から１歳６か月に達するまでの子を養育するため、

非常勤職員がその子の１歳到達日（その子を養育する非常

勤職員が前号に掲げる場合に該当してする育児休業又はそ

の非常勤職員の配偶者が同号に掲げる場合若しくはこれに

相当する場合に該当してする地方等育児休業の期間の末日

とされた日がその子の１歳到達日後であるときは、その末

日とされた日（その育児休業の期間の末日とされた日とそ

の地方等育児休業の期間の末日とされた日が異なるとき

は、そのいずれかの日））の翌日（その子の１歳到達日後
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の期間においてこの号に掲げる場合に該当してその任期の

末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしている非

常勤職員であって、その任期が更新され、又はその任期の

満了後に同一の職に引き続き採用されるものにあっては、

その任期の末日の翌日又はその引き続き採用される日）を

期間の初日とする育児休業をしようとする場合であって、

次のいずれにも該当するとき その子の１歳６か月到達日 

   ア その子について、その非常勤職員がその子の１歳到達

日（その非常勤職員がする育児休業の期間の末日とされ

た日がその子の１歳到達日後である場合にあっては、そ

の末日とされた日）において育児休業をしているとき又

はその非常勤職員の配偶者がその子の１歳到達日（その

配偶者がする地方等育児休業の期間の末日とされた日が

その子の１歳到達日後である場合にあっては、その末日

とされた日）において地方等育児休業をしているとき。 

 

   イ その子の１歳到達日後の期間について育児休業をする

ことが継続的な勤務のために特に必要として規則で定め

る場合に該当するとき。 

 

  （育児休業法第２条第１項の条例で定める場合）  

 第２条の４ 育児休業法第２条第１項の条例で定める場合は、

１歳６か月から２歳に達するまでの子を養育するため、非常

勤職員がその子の１歳６か月到達日の翌日（その子の１歳６
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か月到達日後の期間においてこの条の規定に該当してその任

期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしている

非常勤職員であって、その任期が更新され、又はその任期の

満了後に同一の職に引き続き採用されるものにあっては、そ

の任期の末日の翌日又はその引き続き採用される日）を育児

休業の期間の初日とする育児休業をしようとする場合であっ

て、次の各号のいずれにも該当するときとする。 

  (1) その子について、その非常勤職員がその子の１歳６か月

到達日において育児休業をしているとき又はその非常勤職

員の配偶者がその子の１歳６か月到達日において地方等育

児休業をしているとき。 

 

  (2) その子の１歳６か月到達日後の期間について育児休業を

することが継続的な勤務のために特に必要と認められる場

合として規則で定める場合に該当するとき。 

 

  第３条第６号中「別居したこと」の次に「、育児休業に係る

子について児童福祉法第３９条第１項に規定する保育所、就学

前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関す

る法律（平成１８年法律第７７号）第２条第６項に規定する認

定こども園又は児童福祉法第２４条第２項に規定する家庭的保

育事業等（以下「保育所等」という。）における保育の利用を

希望し、申込みを行っているが、当面その実施が行われないこ

と」を加え、同条に次の２号を加える。 
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  (7) 第２条の３第３号に掲げる場合に該当すること又は第２

条の４の規定に該当すること。 

 

  (8) その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業

をしている非常勤職員が、その育児休業に係る子につい

て、その任期が更新され、又はその任期の満了後に同一の

職に引き続き採用されることに伴い、その任期の末日の翌

日又はその引き続き採用される日を育児休業の期間の初日

とする育児休業をしようとすること。 

 

  第７条第１項中「育児休業をしている職員」の次に「（地方

公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２条の２第１項に

規定する会計年度任用職員（次項及び次条において「会計年度

任用職員」という。）を除く。）」を加え、同条第２項中「職

員」の次に「（会計年度任用職員を除く。）」を加える。 

 

  第８条中「育児休業をした職員」の次に「（会計年度任用職

員を除く。）」を加える。 

 

  第１１条第７号中「別居したこと」の次に「、育児短時間勤

務に係る子について保育所等における保育の利用を希望し、申

込みを行っているが、当面その実施が行われないこと」を加え

る。 

 

  第２０条中「育児短時間勤務又は育児休業法第１７条の規定

による短時間勤務をしている」を「次に掲げる」に改め、同条

に次の各号を加える。 
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  (1) 育児休業法第１７条の規定による短時間勤務をしている

職員 

 

  (2) 次のいずれにも該当する非常勤職員以外の非常勤職員

（地方公務員法第２８条の５第１項に規定する短時間勤務

の職を占める職員（以下「再任用短時間勤務職員等」とい

う。）を除く。） 

 

   ア 同一の職に引き続き在職した期間が１年以上ある非常

勤職員 

   イ 勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間を考慮して規

則で定める非常勤職員 

 

  第２１条第１項中「正規の勤務時間」の次に「（非常勤職員

（再任用短時間勤務職員等を除く。以下この条において同

じ。）にあっては、その非常勤職員について定められた勤務時

間）」を加え、同条第２項中「勤務しない職員」の次に「（非

常勤職員を除く。）」を加え、同条に次の１項を加える。 

 

 ３ 非常勤職員に対する部分休業の承認については、１日につ

き、その非常勤職員について１日につき定められた勤務時間

から５時間４５分を減じた時間を超えない範囲内（その非常

勤職員が育児時間又は育児休業、介護休業等育児又は家族介

護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第７６

号）第６１条第３２項において読み替えて準用する同条第 

２９項の規定による介護をするための時間（以下この項にお
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いて「介護をするための時間」という。）の承認を受けて勤

務しない場合にあっては、その時間を超えない範囲内で、か

つ、２時間からその育児時間又はその介護をするための時間

の承認を受けて勤務しない時間を減じた時間を超えない範囲

内）で行うものとする。 

 （秦野市人事行政の運営状況等の公表に関する条例の一部改

正） 

 

９ 秦野市人事行政の運営状況等の公表に関する条例（平成１７

年秦野市条例第２号）の一部を次のように改正する。 

 

  第３条各号列記以外の部分中「地方公務員法第２８条の５第

１項」を「同法第２２条の２第１項第２号、第２８条の５第１

項」に、「採用された」を「採用され、又は任用された」に改

める。 

 

 （秦野市行政不服審査法施行条例の一部改正）  

１０ 秦野市行政不服審査法施行条例（平成２８年秦野市条例第

６号）の一部を次のように改正する。 

 

  第１０条から第１２条までを削り、第１３条を第１０条とす

る。 

 

  第１４条第３号中「第１６条」を「第１３条」に改め、同条

を第１１条とする。 

 

  第１５条を第１２条とし、第１６条から第１９条までを３条

ずつ繰り上げる。 
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  第２０条中「又は第１２条」を削り、同条を第１７条とす

る。 

 

  第２１条を第１８条とする。  

  別表中「第１７条関係」を「第１４条関係」に改め、同表区

分の欄中「第１５条第１号」を「第１２条第１号」に、「第 

１５条第３号」を「第１２条第３号」に改め、同表手数料の額

の欄中「第１５条第１号」を「第１２条第１号」に改める。 

 

 （法務専門調査員の任期の特例）  

１１ この条例の施行の日の前日に法務専門調査員に委嘱されて

いる者については、この条例の施行をもってその任期を満了し

たものとみなす。 
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議案第４１号資料  

 

   秦野市職員の給与に関する条例及び秦野市水道事業及び公共下水

道事業の企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改

正することについて 

 

１ 趣旨 

地方公務員法及び地方自治法の一部改正に伴い、令和２年４月１日から「会

計年度任用職員制度」が導入されます。 

会計年度任用職員制度では、同一労働同一賃金の考え方に従い、給与・報

酬が常勤職員の給料月額と均衡を図った額になるとともに、期末手当の支給

対象になることから、会計年度任用職員の給料月額や手当等を新たに規定す

るため、「秦野市職員の給与に関する条例」及び「秦野市水道事業及び公共下

水道事業の企業職員の給与の種類及び基準に関する条例」の一部を改正する

ものです。また、会計年度任用職員にも適用されることとなる、育児休業の

取得や休職期間等を定めるほか、非常勤特別職の整理を行うため、「秦野市職

員の育児休業等に関する条例」ほか関係条例について所要の改正を行います。 

 

２ 制度の概要 

(1) 任用に関する事項 

ア 勤務時間 

会計年度任用職員は、フルタイム（週３８時間４５分）で勤務する職

員（以下「フルタイム会計年度任用職員」という。）とパートタイム（週

３８時間４５分未満）で勤務する職員（以下「パートタイム会計年度任

用職員」という。）に分類されます。 

イ 休暇 

    (ｱ) 有給休暇 

       ａ 年次休暇 

        任用期間中の勤務日の日数に応じて付与します。 

再度任用された場合には、前年度の未消化分を繰り越せます。 

ｂ 結婚休暇、忌引休暇等 

(ｲ) 無給休暇 

       産前・産後休暇、育児休業、子の看護、介護休暇等 
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ウ 再度の任用 

任用期間は、単年度となりますが、再度の任用ができます。国の運用

では２回まで再度の任用が可能です（計３年間の任用）。本市でも国に準

じて３年間の任用とします。 

  エ その他服務等 

    信用失墜行為の禁止や職務に専念する義務など、地方公務員法上の服

務に関する規定が適用されるため、懲戒処分の対象になるほか、再度の

任用を行う際の客観的な能力実証の判断材料として、人事評価を行う対

象になります。 

(2) 給与等に関する事項 

  ア 給与等の種類 

  (ｱ) フルタイム会計年度任用職員 

     常勤職員と同様に、給料及び各種手当が支給されます。 

  (ｲ) パートタイム会計年度任用職員 

     報酬、期末手当及び費用弁償が支給されます。ただし、上下水道局

で任用する職員は、給料及び各種手当として支給します。 

    イ 給料及び報酬の額 

  給料表を用いて号給を決定します。 

ウ 給料及び報酬額の上限設定 

再度の任用により３年間の任用となることに合わせて、初任給から 

１２号給（３年×４号給）を上限とします。 

   エ 地域手当 

フルタイム会計年度任用職員には、６％の地域手当を支給するととも

に、パートタイム会計年度任用職員には、同率の地域手当相当分の報酬

額を加算して支給します。 

なお、イの給料及び報酬の額に、地域手当又は地域手当相当分の報酬

を加算した額が、現在任用している臨時的任用職員及び特定職員の報酬

等の額と比較して同一以上の額となるようにします。 

   オ 期末手当 

常勤職員と同じ年間２．６月分を上限として支給することとします。 

なお、支給対象者は、６か月以上の任用期間があり、週２０時間以上

勤務している者とします。 

  カ その他手当等 

   (ｱ) フルタイム会計年度任用職員 

     時間外勤務手当、休日勤務手当、夜間勤務手当、特殊勤務手当、宿
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日直手当、通勤手当及び退職手当 

(ｲ) パートタイム会計年度任用職員 

時間外勤務手当・休日勤務手当・夜間勤務手当・特殊勤務手当に相

当する報酬及び費用弁償（通勤に係る費用） 
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